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1. はじめに 

本研究では，労働環境が，会社の働き手に対してどの

ような影響を与えているのかを考え，働き手が仕事に対

して活力に満ちた労働環境とは何かを会社の多様なデー

タや従業員満足度の面から検討する．本稿では労働環境，

社会的な労働に関しての概要と，本研究をどのように行

っていくかについて述べる． 

2. 労働環境について 

本研究では働き手を取り巻く労働環境を下記の 3つの要

素で構成されるものとし，調査を行う． 

「福利厚生」（保険や各種手当の有無など） 

「労働時間」（労働時間やその制度など） 

「休暇・休日」（有給や長期休暇の有無など） 

3. 研究の背景と目的 

3.1 労働環境に関する社会的な背景 

近年，日本では企業や政府の取り組みとして，労働環

境の改善を目標とする「働き方改革」といった労働環境

の改善が社会で大きく注目されている．この取り組みの

背景には長時間労働の是正，柔軟な働き方がしやすい環

境整備といったことが挙げられる．企業も，労働時間の

制度などを導入し，多種多様な働き方を実現し始めてい

る． 

そして海外においての働き方は，国ごとに多種多様な

働き方が存在している．まずそもそも日本のように労働

時間の規制を設けていない国もある（アメリカ）．一方，

欧州圏では定労働時間を超える労働そのものを原則とし

て禁止し，さらにその違反に対しては罰則をもってのぞ

むという，より厳格な規制方式を採用している． 

国際的な観点から見ても働き方というのは一辺倒では

ないことが分かる． 

3.2 労働環境の問題点 

国際的に，労働時間と生産性について比較を行った文

献[1]では日本とドイツ，イギリスの労働時間と生産性を

比較した結果，日本にのみ見られた傾向として，長時間

労働の影響として，生産性を高める一方で，時間あたり

賃金率を引き下げる効果を持つと示唆された． 

しかしながら，文献[2]によって示されているように，

長時間労働は脳・心臓疾患，睡眠時間，疲労に影響を与

えており，労働時間と従業員のメンタルヘルスの研究を

進めていくべきだとした．このように労働時間をはじめ

とした労働環境は，働き手の健康問題だけでなく，賃金

の低下にもつながっていることが分かっており，企業は

早急な改善に取り組むべきである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１長時間労働の健康影響メカニズム 

3.3 通常の労働と弾力的労働時間制度に関して 

現在，特定のある特定の職種・一定の要件のもとにお

いて「裁量労働制」「フレックスタイム制」といった労

働時間の制度を取り入れることができる．これらの労働

時間に関する制度を「弾力的労働時間制度」と呼ぶ．下

記に通常の労働時間制及び，[3]において示されている労

働時間制度ごとの特徴をまとめる． 

表 1 通常の労働と弾力的労働時間制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 労働時間制度ごとのメリット・デメリット 

上記に示した労働時間制度であるが，それぞれの制度

において，明確なメリットとデメリットが存在している．

弾力的労働時間制度を取り入れる一貫したメリットは，

働き手のライフスタイルに応じて柔軟に労働時間の調整

ができることである．一方で，時間の管理が個人個人に

ゆだねられてしまう部分が強くなりがちなので，人によ

っては怠けてしまう，規定時間外労働の賃金の支払いが

複雑になってしまうなどのデメリットも存在する． 

そして，これらの弾力的労働時間制度の導入に当たっ

ては労使協定や就業規則に定めたうえで導入することと

なるため，手間がかかり導入が進んでいるとは言い難い

のが現状である．また全ての業種において上記の労働時

間制度が導入できるわけではない．  
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表 2 各労働時間制度のメリット・デメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 研究の目的 

本研究では，上記の問題点を踏まえて先行研究では示

唆されていない労働環境と，従業員の満足度に関する研

究を行い，働き手１人１人が仕事に満足しながら，健康

に働くためにはどのような労働環境を目指すべきかを調

査・分析結果から推測する．研究仮説は以下の通りであ

る． 

1. 労働環境が充実しているほど，従業員の満足度が高

くなる． 

2. 通常の労働時間制よりも，弾力的労働時間制度を導

入した方が，従業員の満足に繋がる． 

3. 弾力的労働時間制度を導入することで従業員の満足

度が高まり，企業の業績がアップする． 

4. 分析手法 

分析手法には以下のような手法が考えられる． 

4.1 紙面調査 

数社を対象に，労働環境に関するアンケート調査を行

う．労働環境において，どのような要素が従業員の満足

に結びついているのか，及び働き手が現在の仕事をどれ

だけ満足して行えているのかを把握することを目的とす

る．働き手が，どれだけ満足して仕事を行っているかを

測定する尺度にはユトレヒト・ワーク・エンゲイジメン

ト尺度[4]を用いる．これは仕事に誇りを持ち，仕事にエ

ネルギーを注ぎ，仕事から活力を得ている状態を指す，

ワーク・エンゲイジメントを測定するものである．指標

として，・活力（仕事をしていると，活力がみなぎるよ

うに感じる）・熱意（自分の仕事に誇りを感じる）・没

頭（仕事をしていると，つい夢中になってしまう）の 3尺

度でワーク・エンゲイジメントを評価するモデルである． 

表 3 ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメントの設問 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 多変量解析 

会社の財務データや労働時間に関するデータと，労働

時間・休暇日数・保障の有無などを多変量解析すること

で労働環境が与える働き手への影響を客観的に分析する．

解析手法としては重回帰分析，ロジスティック回帰分析，

因子分析などの利用が考えられる． 

5. 評価手法 

以上の分析によって得られた結論に対する評価手法に

は次のような AHP による分析やアンケート調査などの手

法を検討している． 

5.1 AHP(Analytic Hierarchy Process) 

紙面調査で得られたデータから AHP を用いて「福利厚

生」「労働時間」「休暇・休日」それぞれにおいてどの

ような要因が従業員の満足度に繋がりやすいのか重要度

を順位付けする．AHP は人間の勘やフィーリングなどの

曖昧な尺度を含め，各代替案を合理的に評価する方法で

ある[5]．下記に「労働時間」において満足に繋がること

が考えられる要因と，代替案として「弾力的労働時間制

度」を用いた AHPモデルイメージを示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2働き方の満足度及び不満度に関する AHPモデル例 

6. おわりに 

 本稿では，現代社会の労働環境と課題，労働時間の制

度，本研究で用いることを検討している評価モデルにつ

いて述べた．今後実際にデータ収集並びに分析を行って

いき，従業員 1人 1人が仕事に満足しながら働ける労働環

境を提案できるように研究を行っていきたい．業界や業

種によっても適切な労働環境は異なると思われるため，

「事業別」「職種別」の分析も考慮に入れたい．当面の

研究課題は，どのようなデータを用いるか，分析に用い

る変数はどのようなものであるかということであり，働

き手の立場に立った多様な観点から労働環境を捉えてい

く必要性があるだろう． 
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